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1. 15年 3月期の業績（平成14年 4月 1日～平成15年 3月31日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 3月期      415,287     0.1      11,840    58.4      11,214    52.1

14年 3月期      414,993     0.5       7,475   △36.8       7,374   △34.7

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
15年 3月期        2,547     3.0          7.94      3.0     4.2     2.7

14年 3月期        2,473    △3.7          7.95－      2.9     2.7     1.8

(注 )1.期中平均株式数 15年 3月期    310,685,968株 14年 3月期    310,835,874株
2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
15年 3月期           6.00          3.00          3.00       1,863    75.6     2.2

14年 3月期           6.00          3.00          3.00       1,864    75.4     2.2

(注 )15年 3月期期末配当金の内訳 記念配当 円 銭 特別配当 円 銭

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

15年 3月期      261,784      86,027     32.9         276.77

14年 3月期      273,597      84,238     30.8         271.02

(注 )1.期末発行済株式数 15年 3月期    310,528,894株 14年 3月期    310,808,012株
2.期末自己株式数 15年 3月期        322,171株 14年 3月期         43,053株

2. 16年 3月期の業績予想 （平成15年 4月 1日～平成16年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期      216,300       4,500       2,100          3.00－ －

通 期      433,400       9,900       4,200－           3.00          6.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          13円 51銭

※ 金 額 は 単 位 未 満 の 端 数 を 切 り 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。 ま た 、 業 績 予 想 は 、 本 資 料 発 表 日 現 在 に お
　 い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の 業 績 は さ ま ざ ま な 要 素 に よ り 、 大 き く 異
　 な る 結 果 と な る 場 合 が あ り ま す の で 、 決 算 短 信(連 結)28ペ ー ジ の 「 注 意 事 項 」 を ご 参 照 く だ さ い 。
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個別財務諸表等

１　貸借対照表

注記 構成比 構成比
番号 （％） （％）

Ⅰ
1,112 1,165 53

※7 1,601 1,085 △ 515
※1 57,956 51,711 △ 6,244

25,945 24,105 △ 1,840
766 626 △ 139
32 33 0
123 187 63
534 519 △ 15

1,015 750 △ 265
13,419 7,869 △ 5,550
2,433 1,808 △ 625
1,262 1,652 390

△ 220 △ 201 19
105,983 38.7 91,314 34.9 △ 14,669

Ⅱ

138,118 143,742 5,623
81,612 56,506 87,175 56,566 △ 5,563 60
7,020 7,627 607
4,835 2,184 5,256 2,371 △ 420 186
51,175 55,634 4,458
38,431 12,744 42,646 12,987 △ 4,215 243
601 437 △ 163
567 34 414 23 153 △ 10

5,889 5,916 26
4,697 1,192 4,766 1,150 △ 69 △ 42

28,104 29,079 974
2,935 2 △ 2,933

103,702 37.9 102,181 39.0 △ 1,521

1,122 1,115 △ 6
2,548 3,572 1,024
120 120 △ 0

3,791 1.4 4,808 1.8 1,016

※2 28,298 25,170 △ 3,127
15,281 14,817 △ 464
118 124 5

3,935 3,935 －
1,646 7,920 6,274
466 392 △ 74
241 190 △ 51

2,205 2,264 58
6,445 6,163 △ 282
2,543 3,678 1,134

△ 1,065 △ 1,178 △ 112
60,118 22.0 63,480 24.2 3,361
167,613 61.3 170,470 65.1 2,856
273,597 100.0 261,784 100.0 △ 11,812

(3)

(2)

(1)

( 資   産   の   部 ）

3 

9 
10 

貸 倒 引 当 金

関 係 会 社 短 期 貸 付 金

固 定 資 産

(7)
(6)

(5)

(4)

(8)
(9)

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計
固 定 資 産 合 計

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規則」という｡）の改正

敷 金 ・ 保 証 金

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

繰 延 税 金 資 産

関 係 会 社 長 期 貸 付 金
破 産 ・ 再 生 ・更 生債 権等
長 期 前 払 費 用

区　　　　　　　分

(10)

出 資 金

(1)
無 形 固 定 資 産

(4)
(5)

(1)
(2)
(3)

11 
12 

1 

売 掛 金
商 品 及 び 製 品

その他の投資その他の資産

有 形 固 定 資 産

未 収 入 金

流 動 資 産 合 計

そ の 他 の 流 動 資 産

(6)
(7)

7 
8 

4 
5 
6 

に伴い、前事業年度は改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度は改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。
　なお、これに伴い、「資本の部」の「対前事業年度比較」の記載は省略しております。

1 
2 
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形

流 動 資 産

対前事業年度比較

金額（百万円） 増減額（百万円）

未 着 商 品

関 係 会 社 株 式

構 築 物

前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産

貯 蔵 品
前 渡 金

車 両 及 び 運 搬 具

機 械 及 び 装 置

無 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

2 

3 

(3)
(2)

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額
工 具 、 器 具 及 び 備 品

関 係 会 社 出 資 金

投 資 有 価 証 券

建 物

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定
土 地

有 形 固 定 資 産 合 計

借 地 権
ソ フ ト ウ ェ ア

当事業年度
（平成15年3月31日現在）

前事業年度
（平成14年3月31日現在）

金額（百万円）

個別－1
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注記 構成比 構成比
番号 （％） （％）

Ⅰ
※7 447 76 △ 371
※1 28,774 26,370 △ 2,404

35,651 14,567 △ 21,083
15,000 15,000 －

※2 1,865 4,024 2,158
25,000     － △ 25,000
    － 6,307 6,307
4,861 4,355 △ 506

※1 11,932 12,232 299
350 1,785 1,435
91      － △ 91
79 211 131

※1 5,947 6,061 114
520     － △ 520

1,154 1,277 123
131,678 48.1 92,268 35.2 △ 39,409

Ⅱ
25,000 45,000 20,000
6,307     － △ 6,307

※2 7,378 19,694 12,315
375 160 △ 215
283 402 119

18,328 18,229 △ 98
7     － △ 7

       － 1 1
57,680 21.1 83,487 31.9 25,807
189,359 69.2 175,756 67.1 △ 13,602

Ⅰ ※4 30,307 11.1     －     －
Ⅱ 23,704 8.7     －     －
Ⅲ 5,711 2.1     －     －
Ⅳ

89     －
3,996     －
594     －

16,510 21,189     －     －
3,572     －
24,761 9.1     －     －

Ⅴ その他有価証券評価差額金 △ 232 △ 0.1     －     －
84,253 30.8     －     －

Ⅵ △ 15 △ 0.0     －     －
84,238 30.8     －     －
273,597 100.0     －     －

Ⅰ ※4     －     － 30,307 11.6
Ⅱ
1     － 7,604
2

    －     － 16,100 16,100
    －     － 23,704 9.1

Ⅲ
1     － 39
2

    － 37
    － 4,243
    － 387
    －     － 17,010 21,678

3     － 9,931
    －     － 31,649 12.1

Ⅳ     －     － 480 0.2
Ⅴ ※6     －     － △ 115 △ 0.0

    －     － 86,027 32.9
    －     － 261,784 100.0

資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 準 備 金
任 意 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

(1)

固定資産圧縮特別勘定積立金
別 途 積 立 金

資 本 合 計
負 債 ・ 資 本 合 計

特 別 償 却 準 備 金
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金(2)

(3)
(4)

利 益 剰 余 金 合 計
その他有価証券評価差額金
自 己 株 式

増減額（百万円）

8 

13 
14 
15 

5 
6 

1 
2 

9 
10 

社 債 ( １ 年 以 内 償 還 )

未 払 金

買 掛 金

区　　　　　　　分

12 

6 

8 

4 

( 負   債   の   部 ）

3 

固 定 負 債

そ の 他 の 流 動 負 債

未 払 事 業 所 税

関 係 会 社 支 援 損 失 引 当 金

前 受 金

7 転 換 社 債 ( １ 年 以 内 償 還 )

11 

支 払 手 形

対前事業年度比較当事業年度前事業年度
（平成14年3月31日現在） （平成15年3月31日現在）

短 期 借 入 金

流 動 負 債

自 己 株 式

1 
2 

負 債 ・ 資 本 合 計

コ マ ー シ ャ ル ペ ー パ ー

2 

7 
預 り 保 証 金

流 動 負 債 合 計

社 債

長 期 借 入 金
退 職 給 付 引 当 金
役 員 退 職 慰 労 引 当 金

任 意 積 立 金

転 換 社 債

デ リ バ テ ィ ブ 評 価 額

そ の 他 の 剰 余 金
利 益 準 備 金
資 本 準 備 金

負 債 合 計
固 定 負 債 合 計

繰 延 ヘ ッ ジ 利 益

( 資   本   の   部 ）

固定資産圧縮特別勘定積立金
別 途 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

資 本 金

1 
(1)
(2)
(3)
(4)

特 別 償 却 準 備 金

5 

金額（百万円）

4 
長 期 借 入 金 ( １ 年以 内返済 )

3 

金額（百万円）

資 本 準 備 金 減 少 差 益

計

未 払 費 用
未 払 法 人 税 等

そ の 他 の 剰 余 金 合 計

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

資 本 合 計

預 り 金

個別－2
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２　損益計算書

百分比 百分比
(％) (％)

Ⅰ
1 348,282 349,386 1,103
2 41,824 39,260 △ 2,564
3 24,886 414,993 100.0 26,640 415,287 100.0 1,754 293 0.1

Ⅱ
1 26,443 26,712 268
2 ※4 293,060 287,215 △ 5,844
3 39,271 37,321 △ 1,950
4 790 813 22
5 17,774 20,236 2,462

377,339 372,298 △ 5,040
6 ※1 4,172 4,915 743
7 26,712 346,454 83.5 24,732 342,650 82.5 △ 1,979 △ 3,803 △ 1.1

68,538 16.5 72,636 17.5 4,097 6.0
Ⅲ

1 ※2 35,583 35,218 △ 364
2 ※2.3 25,479 61,063 14.7 25,577 60,796 14.6 97 △ 266 △ 0.4

7,475 1.8 11,840 2.9 4,364 58.4
Ⅳ

1 152 184 31
2 ※4 1,476 986 △ 489
3 ※4 754 2,383 0.6 867 2,038 0.5 112 △ 345 △ 14.5

Ⅴ
1 465 416 △ 49
2 1,113 850 △ 262
3 14 5 △ 9
4 － 409 409
5 ※5 259 148 △ 110
6 631 2,484 0.6 833 2,664 0.6 202 179 7.2

7,374 1.8 11,214 2.7 3,839 52.1
Ⅵ

1 ※6 773 494 △ 278
2 ※7 400 196 △ 204
3 ※8 77 62 △ 15
4 8 － △ 8
5 2 1,263 0.3 156 910 0.2 154 △ 352 △ 27.9

Ⅶ
1 ※9 15 9 △ 5
2 ※10 580 799 219
3 ※11 1,127 － △ 1,127
4 1,024 2,460 1,435
5 685 3,411 2,726
6 454 － △ 454
7 ※12 354 － △ 354
8 233 241 7
9 ※13 32 667 635
10 10 4,517 1.1 － 7,590 1.8 △ 10 3,072 68.0

4,120 1.0 4,534 1.1 413 10.0
Ⅷ

647 2,186 1,538
1,000 1,647 0.4 △ 199 1,986 0.5 △ 1,199 339 20.6
　 2,473 0.6 2,547 0.6 74 3.0

2,031 2,080 48
－ 523 523
－ 5,711 5,711
932 932 △ 0

3,572 9,931 6,359

ゴ ル フ 会 員 権 売 却 損

ゴ ル フ 会 員 権 等 評 価 損

注記
番号 金額(百万円)

低 温 物 流 収 入

区　　　　　　分

固 定 資 産 売 却 損
固 定 資 産 除 却 損

投 資 有 価 証 券 評 価 損

事 業 所 閉 鎖 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

合併による未処分利益受入額
利 益 準 備 金 減 少 額

当 期 未 処 分 利 益

当 期 純 利 益
前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

法 人 税 等

法 人 税 等 調 整 額
法人税、住民税及び事業税

(％)
増減額(百万円)

商 品 及 び 製 品 売 上 高

営 業 外 収 益

そ の 他 の 原 価
合　　　　　　　計

他 勘 定 振 替 高

金額(百万円)

製 造 原 価

売 上 高

対前事業年度比較
当事業年度

（自　平成13年4月 1日　

増減率

（自　平成14年4月 1日　
　至　平成15年3月31日）　至　平成14年3月31日）

前事業年度

売 上 原 価

低 温 物 流 原 価
商 品 仕 入 高

そ の 他 の 事 業 収 入

商品及び製品期首たな卸高

関 係 会 社 整 理 損

固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益
ゴ ル フ 会 員 権 売 却 益

関 係 会 社 株 式 売 却 益

投 資 有 価 証 券 売 却 損

商 品 評 価 損
関係会社支援損失引当金繰入額

経 常 利 益
特 別 利 益

営 業 外 費 用
支 払 利 息
社 債 利 息
コマーシャルペーパー利息

貸 倒 引 当 金 繰 入 額
そ の 他 の 営 業 外 費 用

商 品 廃 棄 損

受 取 配 当 金
そ の 他 の 営 業 外 収 益

商品及び製品期末たな卸高

販 売 費
一 般 管 理 費

受 取 利 息

売 上 総 利 益
販 売 費 及 び 一 般 管 理費

営 業 利 益

個別－3 
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３　利益処分案

（当期未処分利益の処分）

Ⅰ
Ⅱ
1 
2 
3 

合 　 　 　       計
Ⅲ
1
2
3
(1)
(2)
(3)
(4)

Ⅳ

（その他資本剰余金の処分）

Ⅰ

Ⅱ

４　事業別売上高明細表

( (

) )

16,100

16,100

－

－

－

－

△△ 2,56642,302
14,488

△
894

△ 1,672

9.7
0.1

△
0.5
6.5
0.5
1.3

小 計

76

食 品 事 業

535
1.9

5.7
6.6
2.9

3.3
14.1 56,790

10.2
3.5
13.7

4,499
1,703

13,593
58,463

26.2
17.7

350,288

当事業年度前事業年度

293

△

金額（百万円） 金額（百万円）

683387

当 期 未 処 分 利 益 3,572

186

4,478 10,615

44,869

任 意 積 立 金 取 崩 額
特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 51 24

利 益 処 分 額

固定資産圧縮積立金取崩額 260 271
固定資産圧縮特別勘定積立金取崩額 594 906

932 931
取 締 役 賞 与 金 70 80

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 507 403
固定資産圧縮特別勘定積立金 387 －
別 途 積 立 金 500 2,397 7,200

次 期 繰 越 利 益 2,080

金額
（百万円）

構成比
(%)

前事業年度 当事業年度

至 平成14年3月31日

自 平成14年4月 1日

至 平成15年3月31日

自 平成13年4月 1日

増減額 増減率
(%)

金額
（百万円）

構成比
(%)

低 温 物 流 事 業

加 工 食 品 事 業 171,502 41.3 168,170 40.5 3,331

73,478

保 管 型 物 流 事 業

流 通 型 物 流 事 業

108,638

10.8

水 産 品 事 業 108,103 26.0

小 計 348,585 84.0
畜 産 品 事 業 68,979 16.6

6,024 1.5 6,101 1.5

100.0合 計 414,993 100.0 415,287

株主総会承認（予定）年月日

対前事業年度比較

0.5そ の 他 の 事 業 1,920 0.5 2,107

84.3
不 動 産 事 業

区　　　　　　　分

0

（平成14年6月26日） （平成15年6月26日）

任 意 積 立 金
特 別 償 却 準 備 金 －

利 益 配 当 金

9,931

そ の 他 資 本 剰 余 金

その他資本剰余金次期繰越高

資 本 準 備 金 減 少 差 益

資 本 準 備 金 減 少 差 益

8,614

16,100

16,100

2,000

個別－4
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個別－5 
 
 

重要な会計方針 
前事業年度 

(自 平成13年4月 1日 
  至 平成14年3月31日） 

当事業年度 
(自 平成14年4月 1日 

     至 平成15年3月31日） 
1 有価証券の評価基準および評価方法 
(1)子会社株式および関連会社株式 
移動平均法による原価法 

(2)その他有価証券 
(ｲ)時価のあるもの 
事業年度末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全
部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定
しております。) 
(ﾛ)時価のないもの 
移動平均法による原価法 

1 有価証券の評価基準および評価方法 
(1)子会社株式および関連会社株式 

同左 
(2)その他有価証券 
(ｲ)時価のあるもの  

同左 
 
 

(ﾛ)時価のないもの  
同左 

2 たな卸資産の評価基準および評価方法 
(1)商品および製品、未着商品ならびに原材料 
総平均法による原価法 

(2)貯  蔵  品 
移動平均法による原価法 

2 たな卸資産の評価基準および評価方法 
(1)商品・製品および未着商品 

同左 
(2)貯  蔵  品 

同左 
3 固定資産の減価償却の方法 
(1)有形固定資産 
定率法を採用しております。 
ただし、賃貸用ビルおよび平成10年4月1日以降取得した建物

(建物附属設備を除く)については定額法を採用しております。 
(2)無形固定資産 
定額法を採用しております。 
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利

用可能期間(5年)に基づく定額法を採用しております。 
(3)長期前払費用 
均等償却をしております。 

3 固定資産の減価償却の方法 
  (1)有形固定資産 

同左 
 
 
(2)無形固定資産 

同左 
 
 
(3)長期前払費用 

同左 
4 繰延資産の処理方法  
社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。     

4 繰延資産の処理方法  
同左 

5 引当金の計上基準 
(1)貸倒引当金 

      債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見積額を次
のとおり計上しております。 
(ｲ)一般債権 
金融商品に係る会計基準に基づく貸倒実績率法 

(ﾛ)貸倒懸念債権および破産・再生・更生債権等 
金融商品に係る会計基準に基づく財務内容評価法 

(2)関係会社支援損失引当金 
債務超過関係会社の支援に係る損失に備えるため、関係会社
の財政状態を勘案し、損失負担見積額を計上しております。  
(3)退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職
給付債務および年金資産の見込額に基づき、当事業年度末にお
いて発生していると認められる額を計上しております。 
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による按分
額(定額法)をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しており
ます。 
(4)役員退職慰労引当金 
役員および執行役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内

規に基づく事業年度末要支給額を計上しております。 

5 引当金の計上基準 
(1)貸倒引当金 

同左 
  

(ｲ)一般債権 
同左 

(ﾛ)貸倒懸念債権および破産・再生・更生債権等 
同左 

                  
 
 

(3)退職給付引当金 
同左 

 
 
 
 
 
 

(4)役員退職慰労引当金 
同左 

 
6 リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方
法に準じた会計処理によっております。 

6 リース取引の処理方法 
同左 

7 ヘッジ会計の方法 
(1)繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理によっております。 
ただし、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等に

ついては、振当処理を行っております。また、特例処理の対象
となる金利スワップは、当該特例処理を行うこととしておりま
す。 
(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 
(ｲ)ヘッジ手段 
デリバティブ取引(為替予約取引、クーポンスワップ取引 

および金利スワップ取引) 
(ﾛ)ヘッジ対象 
 相場変動等による損失の可能性があり、相場変動等が評価に
反映されていないもの、およびキャッシュ・フローが固定され
その変動が回避されるもの(外貨建金銭債権債務等) 

(3)ヘッジ方針 
当社制定の｢金融商品管理規程｣に基づき、外貨建取引(商品

の輸出入取引)の為替レートの変動によるリスクをヘッジするた
め、為替予約およびクーポンスワップを締結しております。 
なお、上記以外の外貨建取引については、取引の都度、ヘッ

ジ方針を定めることにしております。また、利付債権債務等に係
る金利変動リスクを適切な状態に変換するため、必要に応じて金
利スワップ契約を締結しております。 
(4)ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計または相場変動

と、ヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計または相場変
動を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ
の有効性を評価しております。 
ただし、振当処理を行った為替予約およびクーポンスワップは、
有効性の評価を省略しております。 

7 ヘッジ会計の方法 
(1)繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法 
  繰延ヘッジ処理によっております。 
ただし、為替予約およびクーポンスワップが付されている外
貨建金銭債権債務等については、振当処理を行っております。
また、特例処理の対象となる金利スワップは、当該特例処理を
行うこととしております。 
(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 
(ｲ)ヘッジ手段 

同左 
 
(ﾛ)ヘッジ対象 

同左 
 

 
(3)ヘッジ方針 

同左 
 
 
 
 
 
 
(4)ヘッジ有効性評価の方法 

同左 
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前事業年度 
(自 平成13年4月 1日 
  至 平成14年3月31日） 

当事業年度 
(自 平成14年4月 1日 

     至 平成15年3月31日） 
8 その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
消費税等の会計処理 

   消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

8 その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
消費税等の会計処理 

同左 
 
 
会計方針の変更 

前事業年度 
(自 平成13年4月 1日 

    至 平成14年3月31日） 

当事業年度 
(自 平成14年4月 1日 

     至 平成15年3月31日） 
                     （自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準） 

当事業年度から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計
基準」（企業会計基準第1号 平成14年2月21日）を適用しております。 
また、商法第289条第2項に基づき、第84期定時株主総会の決議等
により、資本準備金16,100百万円、利益準備金5,711百万円をそれ
ぞれ取り崩しております。 
これに伴い、貸借対照表上、資本準備金取崩額は「資本剰余金」
の「資本準備金減少差益」として区分表示し、利益準備金取崩額は
「利益剰余金」の「当期未処分利益」に含めて表示しております。 
なお､自己株式に係る会計基準の適用に伴う影響は軽微でありま
す。 

                     （１株当たり当期純利益に関する会計基準等） 
当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企
業会計基準第2号 平成14年9月25日）および「１株当たり当期純利
益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号 平
成14年9月25日）を適用しております。 
なお、１株当たり当期純利益に関する会計基準および適用指針の
適用に伴う影響は、「注記事項（１株当たり情報関係）」に記載の 
とおりであります。 

                             (貸借対照表関係) 
 財務諸表等規則の改正に伴い、当事業年度から「資本準備金」は
「資本剰余金」の内訳として、「利益準備金」、「任意積立金」ならび
に「当期未処分利益」は「利益剰余金」の内訳としてそれぞれ表示
しております。 

 
表示方法の変更 

前事業年度 
(自 平成13年4月 1日 

    至 平成14年3月31日） 

当事業年度 
(自 平成14年4月 1日 

     至 平成15年3月31日） 
（貸借対照表関係） 

前事業年度まで｢その他の投資その他の資産｣に含めて表示して
いた「出資金」（前事業年度21百万円）は、当事業年度において 
重要性が増したため、区分表示しております。 

（貸借対照表関係） 
前事業年度まで区分表示していた「未払事業所税」（当事業年度

91百万円）は、継続して金額が少額となっているため、当事業年
度から「未払金」に含めて表示しております。 

 
追加情報 

前事業年度 
(自 平成13年4月 1日 

    至 平成14年3月31日） 

当事業年度 
(自 平成14年4月 1日 

     至 平成15年3月31日） 
(貸借対照表関係) 
前事業年度まで「その他の流動資産」に含めて表示していた自己

株式（前事業年度1百万円）は、財務諸表等規則の改正に伴い、当
事業年度から資本に対する控除科目として資本の部の末尾に表示し
ております。                   

(貸借対照表関係) 
前事業年度において計上した関係会社支援損失引当金520百万円
は、当事業年度において、177百万円は目的使用により取り崩し、
残額の342百万円は新たに発生した長期貸付金の貸倒れに備えるた
め、「投資その他の資産」の「貸倒引当金」へ振り替えております。 

（損益計算書関係） 
   借上社宅収入は、前事業年度まで営業外収益の「社宅料収入」
で整理しておりましたが、当事業年度から一般管理費の賃借料よ
り控除する方法に変更しました。 
  この変更に伴い、前事業年度と同一の方法によった場合に比べ、
「販売費及び一般管理費」は437百万円少なく、営業利益は同額多
く計上されております。 
また、前事業年度まで区分表示していた営業外収益の「社宅料

収入」(当事業年度38百万円)は、営業外収益の総額の100分の10以
下になったため、当事業年度から「その他の営業外収益」に含めて
表示しております。      
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注記事項（貸借対照表関係）

※1 ※1

7,086 百万円 6,805 百万円
9,906 8,860
3,909 4,014
5,747 5,910

※2 ※2

228 百万円 119 百万円

284 250
318 284

3 偶発債務 3 偶発債務
保証債務 保証債務

15,374 百万円 15,055 百万円
5,958 4,913
3,500 3,500
995 1,326
868 1,017
839 814
725 747
600 732
476 673
452 550
378 541

369 340
300 339
270 337
237 305
228 250
147 200
132 153
28 38
23 1
15 32,210
3

32,300
1,358 百万円
1,358

1,429 百万円 33,568
1,429
33,729

※4 授権株数　 720,000,000株 ※4 会社が発行する株式 普通株式 　720,000,000株　
発行済株式総数 310,851,065株

発行済株式総数 普通株式 　310,851,065株　

5 配当制限 5 配当制限

同左  　

Ｅｕｒｏｆｒｉｇｏ Ｂ.Ｖ.

㈱ エ ヌ ゼ ッ ト
( 連 帯 保 証 )

合  　 　　　計

昭和63年8月31日発行の第５回無担保転換社債の募集委託契
約により、次の配当制限を受けております。

㈱ ニ チ レ イ フ ー ズ

商法施行規則第124条第3号の規定により、配当に充当するこ
とが制限されている金額は480百万円であります。

ただし、「株式の消却が行われた場合は、これに相当する株
式数を減ずる」旨を定款に定めております。

Nichirei Australia Pty. Ltd.

Thermotraffic Holland B.V.

小  　 　　　計

西 海 冷 凍 ㈱
山 東 日 冷 食 品 有 限 公 司

㈱ 森 ニ チ レ イ フ ー ズ

小　 　　　  計

Surapon Nichirei Foods Co.,Ltd.

従 業 員 等
( そ の 他 ）

E u r o f r i g o　V e n l o　B.V.

百万円34

㈱ ニ チ レ イ ・ ア イ ス

370

T h e r m o t r a f f i c G m b H

㈱パシフィックバイオロジックス

東 海 冷 蔵 ㈱

㈱ イ ナ ・ ベ ー カ リ ー
関 西 日 冷 ㈱

Nichirei Finance Holland B.V.

山 東 日 冷 食 品 有 限 公 司
㈱ 森 ニ チ レ イ フ ー ズ

小　 　　　  計

㈱ 京 都 ホ テ ル

Thermotraffic Holland B.V.

東 海 冷 蔵 ㈱
㈱ キ ョ ク レ イ

西 海 冷 凍 ㈱

370

㈱ 白 石 ニ チ レ イ フ ー ズ
㈱ 日 本 低 温 流 通 ㈱ キ ョ ク レ イ

㈱ 日 本 低 温 流 通

Nichirei Finance Holland B.V.
㈱ 京 都 ホ テ ル

投 資 有 価 証 券

関 西 日 冷 ㈱

日 冷 商 事 ㈱ 日 冷 商 事 ㈱

㈱ ニ チ レ イ フ ー ズ

次の会社および従業員等の金融機関からの借入金等に対し
て保証を行っております。

＜ 担 保 付 債 務 ＞

㈱ イ ナ ・ ベ ー カ リ ー

合 計

百万円

　関係会社に対する主な資産および負債(区分掲記したものを除
く）は次のとおりであります。

買 掛 金

　関係会社に対する主な資産および負債(区分掲記したものを除
く）は次のとおりであります。

＜ 担 保 付 債 務 ＞
長 期 借 入 金
( 1 年 以 内 返 済 )
長 期 借 入 金

未 払 費 用
預 り 金

買 掛 金

当事業年度
(平成15年3月31日現在)

前事業年度
(平成14年3月31日現在)

売 掛 金

未 払 費 用

担保に供している資産ならびに担保付債務は次のとおりであ
ります。
＜ 担 保 資 産 ＞

担保に供している資産ならびに担保付債務は次のとおりであ
ります。

預 り 金

34

売 掛 金

( 関 係 会 社 ） ( 関 係 会 社 ）

次の会社および従業員等の金融機関からの借入金等に対し
て保証を行っております。

長 期 借 入 金
合 計

投 資 有 価 証 券

長 期 借 入 金
( 1 年 以 内 返 済 )

＜ 担 保 資 産 ＞

Surapon Nichirei Foods Co.,Ltd.
㈱パシフィックバイオロジックス
㈱ 山 形 ニ チ レ イ フ ー ズ
N i c h i r e i U. S. A.,I n c.
Nichirei Holding Holland B.V.

従 業 員 等

本社債の未償還残高が存する限り、本社債の払込期日の属す
る決算期以降の配当（中間配当を含む。）累計額が、当期純損
益（財務諸表等規則による。）累計額に30億円を加えた額を超
えることとなるような配当（中間配当を含む。）は行わない。
この場合、平成元年4月1日以降の中間配当は、前事業年度末決
算の配当とみなす。
また、本社債権保全のために募集の受託会社が適当と認める
物上担保権を設定した場合であって、募集の受託会社が承認し
たときには、この規定は適用されない。

小  　 　　　計
合  　 　　　計

( そ の 他 ）

T h e r m o t r a f f i c G m b H

㈱ エ ヌ ゼ ッ ト
( 連 帯 保 証 )

㈱ ニ チ レ イ ・ ア イ ス

Nichirei Australia Pty. Ltd.
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株式会社ニチレイ【平成15年3月期　個別財務諸表の概要】

当事業年度
(平成15年3月31日現在)

前事業年度
(平成14年3月31日現在)

※6 自己株式の保有数 普通株式 322,171株　

※7 　事業年度末日満期手形の処理

　百万円95
63

受 取 手 形
支 払 手 形

事業年度末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決
済処理しております。なお、当事業年度末日が金融機関の休業
日であったため、当該休業日満期手形が次のとおり事業年度末
残高に含まれております。

個別－8



株式会社ニチレイ【平成15年3月期　個別財務諸表の概要】

注記事項（損益計算書関係）

※1 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※1 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

4,529 4,340
3 107

454 4,915
5,167

0
493 0
57 4,915
3
421
18
994
4,172

※2 　 ※2
であります。 であります。

12,315 12,334
15,123 15,113
3,405 3,214
3,559 3,359
130 51

9,657 9,524
1,436 1,668
111 132
1,533 1,444
1,065 1,105
989 1,071
440 434
2,599 2,412
2,794 2,804
2,233 2,281

※3 ※3

れておりません。 れておりません。

※4 ※4
とおりであります。 とおりであります。

82,762 百万円 76,116 百万円
1,128 630
268 329

※5 ※5
ます。 ます。

※6 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※6 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。
695 百万円 491 百万円
78 3
773 494

 土地のうち主なもの  土地のうち主なもの

303 百万円 305 百万円
238 182

（関係会社との取引によるものであります。)

123

福 利 費

業 務 委 託 料

減 価 償 却 費
旅 費 ・ 交 通 費
通 信 費
賃 借 料

（ 一 般 管 理 費 ）
報酬・給料・賞与・手当
退 職 給 付 費 用
役員退職慰労引当金繰入額

計
差　　　引

費　　　　　目
（ 販 売 費 ）

差　　　引

内　　　　　容
（ 他 勘 定 へ の 振 替 ）
販 売 費
一 般 管 理 費
その他の営業外費用等
（商品 罹 災 ・ 引 落損 等）

計
（ 他 勘 定 か ら の 振 替 ）
建 物（ 他 勘 定 か ら の 振 替 ）

貯 蔵 品

借 地 権
計

（ 一 般 管 理 費 ）

役員退職慰労引当金繰入額

賃 借 料

研 究 開 発 費

（ 他 勘 定 へ の 振 替 ）

（ 販 売 費 ）

販 売 促 進 費

建 物

販 売 費
一 般 管 理 費
そ の 他 の 営 業 外 費 用
（ 商 品 罹 災 ・ 引 落 損 ）
商 品 評 価 損

計

178

構 築 物 等
土 地

467

金　額(百万円)

東 京 都 杉 並 区 所 在 の 土 地

商 品 仕 入 高
受 取 配 当 金
そ の 他 の 営 業 外 収 益

群 馬 県 高 崎 市 所 在 の 土 地

千 葉 市 稲 毛 区 所 在 の 土 地

そ の 他
土 地

神奈川県小田原市所在の土地
名古屋市千種区所在の土地

当事業年度
（自 平成14年4月 1日　
　至 平成15年3月31日）

金　額(百万円) 金　額(百万円)

前事業年度
（自 平成13年4月 1日　
　至 平成14年3月31日）

内　　　　　容

であります。なお、当期製造費用に研究開発費は含ま

費　　　　　目

販売費及び一般管理費のうち主なものは次のとおり

このうち関係会社に係るものは、243百万円であり

一般管理費に含まれる研究開発費は、2,233百万円

関係会社との取引により発生した主なものは次の

運 送 ・ 保 管 ・ 作 業 費

金　額(百万円)

広 告 費
販 売 手 数 料

合　　　　　計

受 取 配 当 金
そ の 他 の 営 業 外 収 益

そ の 他
土 地

販売費及び一般管理費のうち主なものは次のとおり

一般管理費に含まれる研究開発費は、2,281百万円

関係会社との取引により発生した主なものは次の

研 究 開 発 費

であります。なお、当期製造費用に研究開発費は含ま

運 送 ・ 保 管 ・ 作 業 費
販 売 促 進 費
広 告 費
販 売 手 数 料
貸 倒 引 当 金 繰 入 額

合　　　　　計

福 利 費

商 品 仕 入 高

このうち関係会社に係るものは、148百万円であり

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

報酬・給料・賞与・手当
退 職 給 付 費 用

減 価 償 却 費
旅 費 ・ 交 通 費
通 信 費

業 務 委 託 料

個別－9



株式会社ニチレイ【平成15年3月期　個別財務諸表の概要】

当事業年度
（自 平成14年4月 1日　
　至 平成15年3月31日）

前事業年度
（自 平成13年4月 1日　
　至 平成14年3月31日）

※7 ※7
ものであります。

を売却したものであります。

※8 ※8
ます。 ます。

※9 　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※9 　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。
10 百万円 6 百万円
5 1
0 1
15 9

※10 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※10 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。
89 百万円 158 百万円
45 144
82 45
15 451
346 799
580

※11

22 百万円
511
591
0

1,127

※12
ます。

※13 ※13
および債権の整理損などであります。 所有株式および債権の整理・売却損であります。

当社が所有する東京築地青果㈱の全株式を売却した 名糖運輸㈱との業務・資本提携により、当社が保有

㈱マンヨー食品の支援に係る損失負担見積額であり

土 地
機 械 及 び 装 置

このうち関係会社に係るものは、52百万円であり

建 物

合　　　　　計

そ の 他

借 地 権
機 械 及 び 装 置

損失で、その内訳は次のとおりであります。
関西日冷㈱七条事業所（賃貸設備）などの閉鎖に伴う

機 械 及 び 装 置
そ の 他
撤 去 費 用

する㈱日本低温流通の株式320株（議決権比率20％）

合　　　　　計

沼津・仙台・船橋日の出物流サービスセンター、

そ の 他

このうち関係会社に係るものは、75百万円であり

㈱姫路ニチレイサービスほか１社に対する所有株式

撤 去 費 用

建 物

撤 去 費 用
そ の 他

建 物 一 式 等 除 却 損

合　　　　　計

機 械 及 び 装 置

機 械 及 び 装 置 売 却 損

構 築 物

わかば食品㈱、㈱日本ばし大増ほか３社に対する

そ の 他

合　　　　　計

合　　　　　計

個別－10



株式会社ニチレイ【平成15年3月期　個別財務諸表の概要】

注記事項（リース取引関係）

1 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの 1 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引 以外のファイナンス・リース取引

(借   主   側) (借   主   側)
(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額お (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額お
よび事業年度末残高相当額 よび事業年度末残高相当額

(単位：百万円) (単位：百万円)

建 物
機 械
及 び
装 置

車 両
及 び
運 搬 具

工 具 、
器 具 及
び 備 品

合 計 建 物
機 械
及 び
装 置

車 両
及 び
運 搬 具

工 具 、
器 具 及
び 備 品

合 計

10,974 671 964 2,930 15,539 9,786 827 1,112 2,323 14,049

(2) 未経過リース料事業年度末残高相当額 (2) 未経過リース料事業年度末残高相当額
2,151 百万円 1,963 百万円
14,136 12,940
16,287 14,904

(3) 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当額 (3) 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当額
2,783 百万円 2,799 百万円
2,440 2,463
433 413

(4) 減価償却費相当額および利息相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額および利息相当額の算定方法
減価償却費相当額の算定方法 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

利息相当額の算定方法 利息相当額の算定方法
契約書等により合理的に算定できるものを除き、リー

ス料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息
相当額とし、各事業年度への配分方法については利息法
によっております。

2 オぺレーティング・リース取引(転リース取引を含む） 2 オぺレーティング・リース取引(転リース取引を含む）

(借   主   側) (借   主   側)

589 百万円 1,018 百万円
3,865 7,977
4,455 8,996

(貸   主   側) (貸   主   側)

3,567 百万円 3,986 百万円
7,610 8,587
11,178 12,573

なお、リース料が確定していないものは、注記の対象か なお、リース料が確定していないものは、注記の対象か
ら除いております。 ら除いております。

支 払 利 息 相 当 額

2,462

13,761 1,155

支 払 利 息 相 当 額

1 年 超

合　　　　　計

支 払 リ ー ス 料
減 価 償 却 費 相 当 額

1 年 以 内

1 年 以 内
1 年 超

未経過リース料

21,892

減 価 償 却 費 相 当 額

1 年 超

合　　　　　計

支 払 リ ー ス 料

7,8433,975

未経過リース料

未経過リース料

1 年 以 内

同左

同左

合　　　　　計

合　　　　　計

未経過リース料
1 年 以 内
1 年 超

合　　　　　計

1 年 以 内
1 年 超

1 年 超

合　　　　　計

事業年度
末 残 高
相 当 額

事業年度
末 残 高
相 当 額

1 年 以 内

取得価額
相 当 額

2,740 7,606
減価償却
累 計 額
相 当 額

3,508 338 1,018

当事業年度

2,188 4,786

前事業年度

取得価額
相 当 額 14,482 1,009 1,982 5,670 23,146

328 1,076
減価償却
累 計 額
相 当 額

            (自 平成13年4月 1日
             至 平成14年3月31日)

            (自 平成14年4月 1日
             至 平成15年3月31日)
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株式会社ニチレイ【平成 15 年 3 月期 個別財務諸表の概要】 

個別－12 

注記事項（有価証券関係） 
 
子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

前事業年度 
（平成14年3月31日現在） 

当事業年度 
（平成15年3月31日現在） 

種類 貸借対照表 
計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
（百万円） 

貸借対照表 
計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
（百万円） 

関連会社株式 1,218 2,718 1,500 1,218 2,307 1,089 

 
 
注記事項（１株当たり情報関係） 
 

 前事業年度   当事業年度  
（ 自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

 
） 

（ 自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

 
） 

１株当たり純資産額 ２７１．０２円 １株当たり純資産額 ２７６．７７円 
１株当たり当期純利益 ７．９５円 １株当たり当期純利益 ７．９４円 
 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい
ては、転換社債に係る潜在株式および支払利息等の費
用を調整した結果、１株当たり当期純利益が減少しな
いため記載しておりません。 

同左 

 当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会
計基準」（企業会計基準第2号 平成14年9月25日）およ
び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第4号 平成14年9月25日）
を適用しております。 
 なお、同会計基準および適用指針を前事業年度に適
用して算定した場合の１株当たり情報は、次のとおり
であります。 

 １株当たり純資産額 ２７０．８０円 
 １株当たり当期純利益 ７．７３円 
 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、転換社債に係る潜在株式および支払利息等の費
用を調整した結果、１株当たり当期純利益が減少しな
いため記載しておりません。 

（注）１ １株当たり情報は、前事業年度から、改正後の財務諸表等規則に基づき、自己株式の金額および株式数を控除 

して算出しております。 

２ １株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりであります。 
 
 

前事業年度 
(自 平成 13 年 4 月   1 日 
 至 平成 14 年 3月 31 日) 

当事業年度 
(自 平成 14 年 4 月   1 日 
 至 平成 15 年 3月 31 日) 

損益計算書上の当期純利益（百万円） － 2,547 
普通株式に係る当期純利益（百万円） － 2,467 
普通株主に帰属しない金額（百万円）   
 利益処分による役員賞与金 － 80 
普通株式の期中平均株式数（千株） － 310,685 
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要 

－  第５回無担保転換社債  
 潜在株式数      5,756 千株 
 

 

注記事項（重要な後発事象） 
該当事項はありません。 



株式会社ニチレイ【平成15年3月期　個別財務諸表の概要】

注記事項（税効果会計関係）

 1 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳  1 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(1)流   動 　資 　産 (1)流   動 　資 　産
(繰延税金資産) (繰延税金資産)
商 品 評 価 損 248 百万円 賞与引当金繰入限度超過額 213 百万円
固 定 資 産 除 却 損 235 未 払 事 業 税 160
関 係 会 社 支 援 損 失 引 当金 217 固 定 資 産 除 却 損 159
賞与引当金繰入限度超過額 138 そ の 他 220
そ の 他 192 繰延税金資産合計 754
繰延税金資産合計 1,032

(繰延税金負債) (繰延税金負債)
特 別 償 却 準 備 金 △ 17 百万円 特 別 償 却 準 備 金 △ 4 百万円
繰延税金負債合計 △ 17 繰延税金負債合計 △ 4
繰延税金資産の純額 1,015 繰延税金資産の純額 750

(2)固   定 　資 　産 (2)固   定 　資 　産
(繰延税金資産) (繰延税金資産)
退 職 給 付 信 託 設 定 額 5,636 百万円 退 職 給 付 信 託 設 定 額 6,309 百万円
投 資 有 価 証 券 お よ び 投 資 有 価 証 券 お よ び
関 係 会 社 株 式 評 価 損 関 係 会 社 株 式 評 価 損

減価償却の償却限度超過額 700 減価償却の償却限度超過額 721
貸倒引当金繰入限度超過額 371 貸倒引当金繰入限度超過額 416
ゴ ル フ 会 員 権 等 評 価 損 207 ゴ ル フ 会 員 権 等 評 価 損 256
その他有価証券評価差額金 168 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 163
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 118 そ の 他 117
そ の 他 78 繰延税金資産合計 9,635
繰延税金資産合計 9,248

(繰延税金負債) (繰延税金負債)
退 職 給 付 信 託 設 定 益 △ 3,237 百万円 退 職 給 付 信 託 設 定 益 △ 3,135 百万円
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 △ 3,060 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 △ 2,986
前 払 年 金 費 用 △ 403 前 払 年 金 費 用 △ 865
固定資産圧縮特別勘定積立金 △ 279 その他有価証券評価差額金 △ 327
そ の 他 △ 61 そ の 他 △ 55
繰延税金負債合計 △ 7,042 繰延税金負債合計 △ 7,370
繰延税金資産の純額 2,205 繰延税金資産の純額 2,264

 2 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異  2 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異
　の原因となった主な項目別の内訳 　の原因となった主な項目別の内訳
　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異
　が、法定実効税率の100分の5以下であるため注記を省略しており
　ます。

 3「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第9号）が
　平成15年3月31日に公布されたことに伴い、当事業年度の繰延税
　金資産および繰延税金負債の計算 （ただし、平成16年4月1日以
　降解消が見込まれるものに限る。 ）に使用した法定実効税率は、
　前事業年度の 41.9 ％から 40.57 ％に変更しております。
　　この変更に伴い、投資その他の資産の「繰延税金資産」が74
　百万円減少し、「法人税等調整額」が84百万円、「その他有価
　証券評価差額金」が10百万円それぞれ増加しております。

同左

当事業年度

1,967

（平成15年3月31日現在）

1,649

前事業年度
（平成14年3月31日現在）

個別－13
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役 員 の 異 動 （平成15年6月26日付） 
 
 

１ 代表者の異動 

     該当事項はありません。 

 

２ その他の役員の異動 

 （１）新任取締役候補 

     取締役（社外取締役） 廣瀬 光雄 （有限会社マベリック ジャパン 代表取締役社長 

ｼﾞｮﾝｿﾝ･ｴﾝﾄﾞ･ｼﾞｮﾝｿﾝ株式会社 ﾋﾞｼﾞｮﾝｹｱｶﾝﾊﾟﾆｰ 最高顧問） 

※商法第１８８条第２項第７号ノ２に定める社外取締役の要件をみたしております。 

 

 （２）退任予定取締役 

     取締役・専務執行役員 福田 厚司  （株式会社ニチレイ・アイス 代表取締役社長に就任予定） 

   取締役・常務執行役員 原  直弘 （株式会社インペリアル・キッチン 会長に就任予定） 

   取締役・常務執行役員 村上 英彦 （当社 技術顧問に就任予定） 

     取締役・執行役員   笠井  剛 （株式会社ニューハウジング 代表取締役社長に就任予定） 

 

 （３）昇格および担当の異動予定 

   取締役・常務執行役員 水産ｶﾝﾊﾟﾆｰ・ﾌﾗﾜｰｶﾝﾊﾟﾆｰ管掌 前嶋 弘一 （現 取締役・常務執行役員 
              水産ｶﾝﾊﾟﾆｰ管掌） 

   取締役・常務執行役員 加工食品ｶﾝﾊﾟﾆｰﾌﾟﾚｼﾞﾃﾞﾝﾄ   遠山 昌利 （現 取締役・執行役員  
加工食品ｶﾝﾊﾟﾆｰﾌﾟﾚｼﾞﾃﾞﾝﾄ） 

 

以 上 
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